
 

 

 

 

第二期栃木市子ども・子育て支援事業計画の実施状況について 

令和７年８月２９日 子育て総務課 

 

市町村は、国が示す基本指針に即して、教育・保育の量の見込み、確保の内容、実施時期等の義務的記載

事項のほか、任意的記載事項等を規定した五年を一期とする市町村子ども・子育て支援事業計画を定めるこ

ととされております。 

栃木市では、子ども・子育て支援法に基づき、令和２年度を初年度とする第二期栃木市子ども・子育て支

援事業計画（計画期間：令和２年～令和６年度）を策定しています。 

 この計画に基づく施策の実施状況について、同法に基づく国の基本指針により公表するものです。 

 

 

１ 計画期間の評価の総括 

  本計画期間の令和２年～６年度において、義務的記載事項の基本施策 1 については、全 4 項目全てが「目

標値達成」となり、基本施策２については、全 70 施策項目中の約 53％が「目標値達成」、約 36％が「前

年度より改善」となっています。また、任意的記載事項（基本施策３～基本施策６）については、全 192

施策項目中の約 87.5％が「目標値達成」となっていることから、第二期計画の総合評価として、目標とす

る子ども・子育て支援に係る環境整備は、おおむね順調に進んでいると判断します。 

  なお、今後は令和７年度～令和 11 年度を計画期間とする「こども計画」において、引き続き位置づけ

られた施策の達成に向け、総合的かつ計画的に推進していきます。 

 

 

２ 令和６年度の進捗状況 

  第二期栃木市子ども・子育て支援事業計画は、最終年度である令和６年度の数値目標として、６つの基

本施策を設定しております。 

  令和６年度の進捗状況をみると、各年度の目標値が設定されている義務的記載事項（基本施策１及び基

本施策２）については、目標値を達成したと評価できる項目が１０項目（約５６％）、基準値（前年度）よ

り改善したと評価できる項目が８項目（約４４％）となりました。 

  

 

【義務的記載事項指標総括表】 

目標値に対する達成状況を次のとおり評価します。 

区分 目標値達成状況の判断 

A 目標値を達成した。 

B 目標値は未達成だが、前年度より改善した。 

C 目標値は未達成であり、前年度より改善していない。 

 

 

基本施策１ 幼児期における学校教育・保育の充実（教育・保育施設の量の見込みと確保の方策） 

施策項目 年齢 対象事業 
達成状況 

備考 
A B C 

(1) １号認定 ３～５歳 認定こども園 ○    

(2) ２号認定 ３～５歳 認定こども園・保育園 ○    

(3) ３号認定 ０歳 認定こども園・保育園・特定地域型保育事業 ○    

(4) ３号認定 １・２歳 認定こども園・保育園・特定地域型保育事業 ○    

 

 

 



 

 

 

 

基本施策２ 地域における子育て・子育ちの支援 

（地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保の方策） 

施策項目 対象 
達成状況 

備考 
A B C 

(1) 時間外保育（延長保育）  ０～５歳 ○    

(2) 放課後児童健全育成事業（学童保育） 小学校１年～６年生  ○  ※１ 

(3) 放課後子ども教室 すべての子ども  ○  ※２ 

(4) 子育て短期支援事業（ショートステイ） ０～１８歳  ○  ※３ 

(5) 地域子育て支援拠点事業 ０～５歳  ○  ※４ 

(6) 一時預かり事業 

①認定こども園の在園児を対象とした預かり保育 ３～５歳 ○    

②在園児以外を対象とする一時預かり事業 ０～５歳 ○    

(7) 病児保育事業 
０～８歳 

（小学３年生まで） 
○    

(8) 子育て援助活動支援事業 

（ファミリー・サポート・センター） 
乳幼児、小学生  ○  ※５ 

(9) 利用者支援事業 
子どもの保護者 

（妊産婦も含む） 
○   

 

(10) 妊産婦健康診査 すべての妊産婦  ○  ※６ 

(11) 乳児家庭全戸訪問事業 

（こんにちは赤ちゃん訪問） 

生後４か月までの乳児

のいる全ての家庭 
 ○  ※７ 

(12) 養育支援訪問事業 
養育支援が特に必要な

家庭（妊産婦も含む） 
 ○  ※８ 

(13) 実費徴収に係る補足給付事業 
補足給付が特に必要な

家庭（主に低所得世帯） 
○   

 

(14) 多様な事業者の参入促進・能力活用事業 ― ― ― ―  
 

（令和６年度目標値に実績値が達しなかった主な理由） 

※１ 学童保育においては、利用ニーズの拡大に対応するため、民間学童保育の１クラス増加及び公設学童保育の１クラ

ス増加をすることで、受入可能人数の増加につながったと考えられる。今後も、待機児童の解消に向け、学校や民間

事業者等との協力が必要である。 

※２ 放課後学習教室では学習ボランティアの確保が難しく、開催できない学校があったことが理由として考えられる。 

※３ 保育預かり事業等子育て支援が充実してきたことや短期間の利用を希望する利用者が増えたことにより、全体の利

用日数が減少したと考えられる。 

※４ 利用者数の目標値が達成できていない理由として、地域子育て支援拠点事業の周知が不十分であることが原因のひ

とつとして考えられる。しかしながら、令和５年度と比較して５％程度増加している。また、令和５年度からすくす

く子育て応援事業として、新たにお子さんが生まれた家庭に対し、児童手当窓口と地域子育て支援センターにおいて、

紙おむつなどの育児用品の支給を開始したため、施設を利用する機会の創出につながっている。なお、地域子育て支

援センターでは、初めて子育てを経験する保護者の子育てに関する相談支援等を実施しており、乳幼児及び保護者の

相互交流の場となっていることから、地域子育て支援センターの利用を通して、子育ての不安や悩みを共有・共感す

ることが可能となるとともに、父母等と職員が関わることにより、早期支援が可能となる。 

※５ コロナ禍以降の活動件数は、年間１，５００件程度で推移している。定期利用者の加入や退会が、活動件数に影響

を与える理由のひとつとして考えられる。引き続き、積極的に事業の周知を行うとともに、地域子育て支援拠点事業

（地域子育て支援センター）と連携しながら、活動内容の充実及び活動件数の増加を図る必要がある。 

※６ 妊娠届出数の減少から妊産婦健康診査受診者数の減少となっていると考えられる。 

※７ 妊娠届出数の減少から乳児数は減少し、それに伴い訪問数も減少していると考えられる。 

※８ 訪問以外の来所相談、電話相談等を実施する他、産後ケア事業、産前産後ヘルパー派遣事業や障がい福祉サービス

による支援が充実してきたことにより、本事業による訪問日数が減少したものと考えられる。 


